
高等学校教育の在り方ワーキンググループ 中間まとめ 概要

これからの高校教育の在り方を検討し、高校において「令和の日本型学校教育」を構築するため、高等学校
教育の在り方ワーキンググループにおいては、これまで９回の会議を開催し、
・ 高校教育の在り方（「多様性」と「共通性」の観点からの検討）
・ 少子化が加速する地域における高校教育の在り方
・ 全日制・定時制・通信制の望ましい在り方
・ 社会に開かれた教育課程の実現、探究・文理横断・実践的な学びの推進
について、教育委員会・学校・生徒からヒアリングを行いつつ、議論を重ねてきた。今後も引き続き、これから
の高校教育の在り方について議論を深めていく必要があるが、その中で、直ちに対処すべき課題も明らかと
なってきたところ

このため、これまでの議論を踏まえ、委員間で一定の共通認識が得られ、速やかに取り組むべきと考えられ
るものについては、本中間まとめにおいて、その具体的方策を提示する

ここで示す具体的方策を有効に活用しながら、多様な生徒が学ぶ高校において求められる「多様性への対
応」と「共通性の確保」を果たしていくことが望まれる。そして、全ての生徒について、その可能性を引き出し、
高校生活の満足度の向上や卒業後の豊かな人生、生徒個人と社会全体の幸福度が高い状態（Well-being）を
実現していくべき

本中間まとめを踏まえ、国、高校、教育委員会・学校法人等の高校の設置者、家庭、地元自治体、産業界、
生徒への各種支援機関など、全ての関係者が連携・協働しながら、「生徒を主語にした」高校教育の真の実現
に向けた取組が進められていくことが期待される
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 高校教育の実態は地域・学校により非常に多様な状況。質の確保・向上に向けて、
・ 生徒一人一人の個性や実情に応じて多様な可能性を伸ばす「多様性への対応」
・ 全ての生徒が必要な資質・能力を共通して身に付けられるようにする「共通性の確保」

     を併せて進めることが必要

 「多様性への対応」に向けて、生徒の希望する進路の実現に必要な学習機会の提供が重要であるが、現状として、生徒
の多様な学習ニーズへの対応、不登校など多様な背景を有する生徒の受け入れ、進路の固定化等に課題

 今後、地理的状況や各学校・課程・学科の枠に関わらず、いずれの高校においても多様な学習ニーズに対応した柔軟で
質の高い学びを実現し、全ての生徒の可能性を最大限引き出していくため、必要な体制・環境を整備しつつ、遠隔授業や
通信教育の活用、学校間連携の促進、関係機関との連携・協働等を一層進めていくことが重要

 「共通性の確保」に向けて、各種法令等に規定されているもののほか、選挙権年齢や成年年齢の引下げ、生成AI等の急
速な普及等の変化を踏まえ、今後、
・ 自己を理解し、自己決定・自己調整ができる力の育成
・ 自ら問いを立て、多様な他者と協働しつつ、その問に対する自分なりの答えを導き出し、行動することのできる力の育成
・ 自己の在り方生き方を考え、当事者として社会に主体的に参画する力の育成
・ 義務教育において修得すべき資質・能力の確実な育成など、知・徳・体のバランスのとれた土台の形成
に取り組んでいくことが重要

 これらの力の育成が全ての高校において着実になされるよう、学習指導要領が掲げる理念の一層の浸透と、「総合的な
探究の時間」を教育課程の基軸に据えながら各教科・科目等の相互の関連を図る中で学びの充実を図ることが特に重要

 「多様性への対応」と「共通性の確保」に各高校が取り組む上では、国や高等学校の設置者の取組の下、学校における働
き方改革、教師の資質能力の向上や指導側の体制・環境整備、大学入学者選抜の改善等を併せて進めていくことも重要
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Ⅰ．これからの高等学校の在り方に係る基本的な考え方



 少子化の影響により、多くの地域で統廃合が進行。今後、15歳人口の減少は一層加速し、令和19年には令和5年の約108万人
から約78万人（約28％減）になることがほぼ確実。公立高校の適正規模・適正配置について、一定の小規模校を地域に残す必
要がある場合に、小規模校の教育条件の改善につながる方策を考えていくことが必要

 同時双方向型の遠隔授業やオンデマンド型の学習を可能とする通信教育の活用、学校間連携の推進は、少子化が加速する地
域において特に重要。他方、授業時間や教育課程の不一致・体制上の課題等もあるため、これまでの実証研究の成果を踏まえ、
教育の質の確保・向上やそれぞれの学校のスクール・ポリシー等に留意しつつ、必要な制度の見直しや、体制・環境の整備な
どの支援策を考えていくことが必要

Ⅱ．各論点に対する現状・課題認識と具体的方策
１．少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方：小規模校の教育条件の改善に向けて①

（遠隔授業・通信教育の活用、学校間連携・課程間併修の推進）

 教科・科目充実型の遠隔授業における受信側の教室の体制について、教師配置の原則は堅持しつつ、中山間地域や離島等に
立地する小規模高校において、生徒の多様な進路実現に向けた教育を実施する際、教師の数等の事情により受信側の教室に
教師を常時配置することが困難かつ教育上支障がないと考えられる場合には、国において定める一定の基準の下、教師に代
えて職員を配置することが可能となるよう要件を弾力化。また、常駐以外の方法による配置についても実証研究を実施

 教科・科目充実型の遠隔授業の実施に当たり必要な対面授業について、年間２単位時間以上※の実施との原則は堅持しつつ、
受信校が離島・中山間地域に立地する等の事情により、遠隔授業による多様な科目開設を妨げてしまっている状況において、
教育上支障がないと考えられる場合には、国において定める一定の基準の下、対面授業を年間１単位時間以上とすることも可
能となるよう要件を弾力化

 遠隔授業や通信教育を活用した積極的な学校間連携等のネットワークを構築するための配信センターについて、国において連
絡調整・支援スタッフの配置等の体制整備や機材等の環境整備に向けた支援を実施し、生徒の多様な学習ニーズに幅広く対
応する優良事例を創出・発信

 国内の他の高校に一定の期間留学することにより特定の科目を履修する機会を特別に設ける必要がある生徒など、特別の事
情を有する生徒を対象に、オンデマンド型の学習を可能とする通信教育が活用可能となるよう制度を改正

【現状・課題認識】
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【具体的方策】

※各教科・科目等の単位数を１単位と定めている場合には年間１単位時間以上



 少子化が加速する地域における高校の在り方を考える上で大切なことは、生徒の教育条件の改善という視点。既存の学校や
その在り方をそのまま残そうとするのではなく、今ある学校がスクール・ミッションを実現できているかどうかや、生徒のニーズ、
希望する進路等も踏まえながらスクール・ポリシーを検討し、当該スクール・ポリシーに対応した教育を提供できるよう条件を整
備していくことで、生徒が行きたいと思える学校づくり、特色化・魅力化を進め、生徒の学習意欲を高めていくことが必要

 特に、小規模校は配置できる教職員の数が限られているため、地域との協働や他校との連携を行い、生徒が地域に根差した学
校において成長できるよう、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入やコーディネーター等の専門的な人材の配置
など、体制・環境を整備していくべき

１．少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方：小規模校の教育条件の改善に向けて②
 （学校の特色化・魅力化、指導側の体制・環境整備）

 国において、スクール・ミッション、スクール・ポリシーの策定・運用状況を確認し、実効性あるものとなるよう不断の改善などの
働きかけを実施。また、普通科改革など、各学校の特色化・魅力化を引き続き進め、生徒にとって魅力的な学校づくりを支援

 都道府県と市町村の連携・協力による学校運営について、国において、各地方公共団体のニーズを聴き取りながら、取り得る
方策について整理を進める

 小規模校の生徒や特別支援学校の生徒等が、総合的な探究の時間等において、地域や学校を超えてつながり、同じ志を持っ
ている同世代から学ぶといったことを可能とするプラットフォームを国において構築

 高校と家庭や地域、企業等の関係機関が連携・協働し、社会全体で生徒の成長を支える環境を整備するため、国において、高
校におけるコミュニティ・スクールの導入、地域学校協働活動推進員等の配置を促進

 国において、学校の働き方改革を進め、必要な業務を精選するとともに、学校と外部資源との連携・協働等を学校の中核となっ
て担うようなコーディネーター等の専門人材の配置拡充に向けた支援を実施

【具体的方策】

【現状・課題認識】
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 近年、不登校児童生徒数は義務教育段階を中心に大幅に増加し、令和３年度時点で小中高で合わせて約30万人と過去最多。
高校では通信制に在籍する生徒数は近年大幅に増加しており、通信制が多様な背景を有する生徒の受け皿になっている状況

 １人１台端末環境の整備や、同時双方向型のメディア活用の普及状況等を踏まえれば、１人１台端末環境の整備とあわせて、
全日制・定時制・通信制いずれの課程にあっても、いつでも・どこでも・どのようにでも学ぶことが等しく認められるようにするなど、
生徒の状況に応じた個別最適な学びと協働的な学びの一体的な実現が重要

 全日制・定時制において、多様な生徒が現籍校での学びを継続しながら、多様な学びを実現して卒業できるよう、支援の充実、
入学者選抜における適切な評価、履修・修得の柔軟な認定、通信教育の活用、学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）の
設置や校内教育支援センターの設置促進、学校間連携等の促進、ICT活用の体制・環境整備などを考えていくことが重要

 全日制・定時制課程における不登校生徒の学習機会の確保に向けて、合計36単位の範囲内において、不登校生徒が自宅等
から高校の同時双方向型の遠隔授業を受講することを可能とするとともに、オンデマンド型の学習を可能とする通信教育につ
いて、学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）の指定を受けずとも活用可能とするために制度を改正

 不登校傾向のため、授業時数の３分の２以上の出席など、多くの学校で慣例として定められている単位認定の際の出席要件を
生徒が満たせなかった場合でも、一人一人の実情に応じて柔軟に履修・修得を認められるよう、上記制度改正と併せて促す

 ICTやオンラインを活用した効果的な支援を進めていくために、国において、機材整備や支援スタッフの配置など、体制・環境整
備に向けた支援を行うとともに、柔軟で質の高い学びの普及を図るため、モデルとなる優良事例を創出・発信

 学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）の設置促進、教育支援センターの機能強化や校内教育支援センターの設置促進
に国において取り組む

 中学校段階で不登校経験を有する生徒が、欠席日数や内申点にかかわらず、安心して高校に進学することができるよう、中学
校等において自宅等における学習成果の成績への反映を促す制度改正を進める。高校入学者選抜についても、出席状況のみ
をもって不利益な取扱いを行わず、高校で学ぶ意欲・能力を適切に評価するよう実施者に対して配慮を促す

【現状・課題認識】
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２．全日制・定時制・通信制の望ましい在り方：生徒の多様な学習ニーズに応える柔軟で質の高い学びの実現に向けて①
（全日制・定時制課程の在り方）

【具体的方策】



 通信制課程に多様な課題を抱える生徒が多く在籍していることを踏まえれば、生徒を自立した学習者として社会に送り出すた

めに、必要な支援体制を整えていくとともに、少ない登校回数下で、生徒が人間関係を築きながら、自分のよさや可能性を認識

し、多様な人々と協働する機会を充実させていくことが重要

 通信制課程が多様な生徒の学びに対するセーフティネットになっていると考えられるが、違法・不適切な学校運営や教育活動が

指摘されている通信制高校の例も一部に存在するため、引き続き質の確保・向上を図ることが必要

 公立通信制は生徒数が減少傾向にあるが、特に経済的な面にも課題を抱える生徒にとって重要な教育機関であることから、一

層の魅力向上・機能強化を図っていく必要。また、中学校等の教職員や生徒・保護者等が通信制課程の制度や特徴などを正し

く理解できるように分かりやすく情報を発信するとともに、不登校経験を有する生徒が高校進学後の見通しを持てるよう、その実

態を調査していくことも重要

 通信制課程について、引き続き質の確保・向上を図るとともに、全日制・定時制課程に比較して少ない登校回数下で、人間関係
を構築しながら、自分のよさや可能性を認識し、多様な人々と協働する環境を整えるために、モデルとなる優良事例を創出・発
信するとともに、心理的・福祉的支援やキャリア支援の在り方に関する調査研究を実施

 公立通信制高校等を機能強化し、域内の中心拠点・配信センターとして、遠隔授業や通信教育を活用した学校間連携等のネッ
トワークを構築するモデルを創出

 中学校等の教師や生徒・保護者等が通信制課程の制度や特徴等を正しく理解できるよう、文部科学省のHP等における情報の
記載の充実を図る

 不登校経験を有する生徒が高校に進学した後の見通しを持てるよう、不登校の生徒本人に対する継続的な実態調査を実施

【具体的方策】

【現状・課題認識】
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２．全日制・定時制・通信制の望ましい在り方：生徒の多様な学習ニーズに応える柔軟で質の高い学びの実現に向けて②
（通信制課程の在り方）



 各学校・課程の枠や地理的状況に関わらず、生徒が多様な学びを選択できるようにするため、学校間連携等を推進することが
考えられ、このために、学期ごとの単位認定への移行や学年による教育課程の区分を設けない単位制への移行への取組を進
めていくことも有効

 あわせて特別な教育的支援を必要とする生徒や日本語指導が必要な生徒等に対する体制整備も進めていく必要

 全てのニーズに対し学校だけで応えていくことには限界もあり、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入やコーディ
ネーターの配置を推進するなど、地域と学校が連携・協働して生徒の成長を育んでいくべき

 公立通信制高校等を機能強化し、域内の中心拠点・配信センターとして、遠隔授業や通信教育を活用した学校間連携等のネッ
トワークを構築するモデルを創出。これにより、原籍校において安定して登校することが難しい生徒の学びの保障や、生徒の多
様な学習ニーズに幅広く対応する学校間連携等の優良事例を創出し、その普及を図る。あわせて、学期ごとの単位認定や学年
による教育課程の区分を設けない単位制への移行の在り方についても調査研究を実施

 国において、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置充実に取り組むとともに、研修プログラム・教材作成支
援等を通じて心理・福祉分野に強みや専門性を有する教師を育成

 国において、通級指導を受ける生徒にとって効果的かつ効率的な巡回指導の実施に向けたモデル構築を行い、これの全国的
な普及を図りつつ、校内支援体制の充実に向けて、教職員の配置を含む指導体制等の在り方の検討を進める

 高校等がNPO法人や企業等の地域の関係団体等と連携し、外国につながる生徒等に対して日本語指導や各種支援を実施す
る際、国において支援を実施し、総合的な体制の整備を一層進める

 高校と家庭や地域、企業等の関係機関が連携・協働し、社会全体で生徒の成長を支える環境を整備するため、国において、高
校におけるコミュニティ・スクールの導入、地域学校協働活動推進員等の配置を促進【再掲】

【具体的方策】

【現状・課題認識】
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２．全日制・定時制・通信制の望ましい在り方：生徒の多様な学習ニーズに応える柔軟で質の高い学びの実現に向けて③
（学校間連携・課程間併修、指導側の環境・体制整備）



 高校では、
・ 平日・休日ともに、約３割の生徒が家や塾で学習を「しない」と回答
・ 学校での学び・授業の満足度・理解度についても、中学生以降、学年が上がるとともに低下傾向
・ 「自らの参加により社会現象が変えられるかもしれない」という意識等が国際的に低い
・ 高校入学段階で、入試難易度や属性、これらに対する大人の価値観などに影響を受けて自身を評価
・ 文理横断型の教育が求められる中、約３分の２の高校は文理のコース分けを実施し、特定の教科を十分に学習しない傾向

 生徒が高い意欲を持って学習し、自身の可能性や能力を最大限伸長できるよう、社会に開かれた教育課程の実現や、探究的
な学び・STEAM教育等の文理横断的な学び・実践的な学びの推進が必要。先進事例を今後いかに全国に広げていくかが課題

 これに向けて、指導側の体制・環境整備、コミュニティ・スクールやコーディネーター配置の推進等による国内外の関係機関とも
連携・協働した教育活動の展開が重要。専門高校においても、企業等の人材が教育・運営に参画して教育課程の刷新・実践を
行う取組を引き続き支援するとともに、進学希望の生徒への支援充実なども重要

 生徒の可能性・能力を最大限伸長するとともに将来の自らの在り方・社会との関わり方を展望する意識を養い、「生徒を主語」
にして、生徒が希望する進路選択を支援していくことが必要

 探究・文理横断・実践的な学びの推進と、これによる高校の特色化・魅力化として有効な普通科改革を進めるため、新しい普通
科の設置に当たって義務化されている関係機関等との連携協力体制の整備や、配置が努力義務化されているコーディネー
ターの配置を支援。加えて、そのコーディネーターの育成や活用を支援するための全国プラットフォーム構築を引き続き進める

 国内外の大学等との連携により文理横断的な知を結集し、社会課題の解決や学術的な問いに向き合う探究的な学びを推進す
るため、グローバル人材育成に資する拠点校の整備など国際的な教育を行う高校の整備推進・運営支援を国において実施

 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）の取組を更に充実させ、高校段階における生徒の理数系教育への興味・関心をより一
層高める

【具体的方策】

【現状・課題認識】
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 専門高校において、企業等の外部の方が学校運営に参画し、教育界と産業界等をつなぐ役割を持った人材が伴走しながら、協
働して社会に開かれた教育課程を実現する取組について、優良な先進事例を発信するとともに、産業界等と専門高校の連携・
協働の強化、取組の横展開に向けた支援を国において実施

 教師が本務に集中できるよう、学校における働き方改革を国において総合的に推進。また、各高校においては、肥大化しがち
な教育活動や業務内容をスクール・ポリシーを基準にして精選・重点化を図る

 教師が効果的・効率的に研修を受講できるよう、多様な主体がオンライン研修コンテンツを開発する取組を支援。また、教師自
らの課題を探究する力や、探究的な学びをデザインし、マネジメントする力の育成に向けて、国と教育委員会や大学等が連携し、
教師が自ら問いを立て、協働的に探究する探究型の研修開発・普及を実施

 大学入学者選抜において、思考力・判断力・表現力等を適切に評価するなど、学力の３要素の多面的・総合的な評価への速や
かな改善を促すため、国において必要な取組を進める。大学・学部のアドミッションポリシーに基づき、大学入学者選抜の在り方
を適切に見直す必要があることについて国から大学に対して効果的に促す。その際、文理横断的な学びを進める観点から、高
校段階における取組と併せて、人文・社会科学系における理系科目や、自然科学系における文系科目の設定といった、大学入
学者選抜における出題科目の見直し等も促進。また、高校段階からの大学の教育課程の先取り履修や、当該先取り履修の大
学入学後の単位認定、大学と連携した探究活動など、高校教育と大学教育の連携を推進していくことも重要

 高校と家庭や地域、企業等の関係機関が連携・協働し、社会全体で生徒の成長を支える環境を整備するため、国において、高
校におけるコミュニティ・スクールの導入、地域学校協働活動推進員等の配置を促進【再掲】

 公立通信制高校等を機能強化し、域内の中心拠点・配信センターとして、遠隔授業や通信教育を活用した学校間連携等のネッ
トワークを構築するモデルを創出。これにより、原籍校において安定して登校することが難しい生徒の学びの保障や、生徒の多
様な学習ニーズに幅広く対応する学校間連携等の優良事例を創出し、その普及を図る。あわせて、学期ごとの単位認定や学年
による教育課程の区分を設けない単位制への移行の在り方についても調査研究を実施【再掲】

【具体的方策（続き）】
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高等学校学習指導要領の前文では、これからの学校について、「一人一人の生徒が、自分のよさや可能性を認識するととも
に、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り
拓き、持続可能な社会の創り手となることができるようにすることが求められる」とあり、各高校が、教育活動を通じてこの理念
を体現していくことができるよう、今後どのような取組を進めていくべきか、引き続き議論を深めていくことが必要

また、以下の項目についても継続的な検討が求められ、これらを含めたこれからの高校教育の在り方について、議論を続け
ていくことが必要
• 生徒の多様な学習ニーズに応えるための遠隔授業配信センターの体制等の在り方について
• 全日制・定時制・通信制という課程の区分に関して、実態等も踏まえた、その在り方の見直しについて
• いずれの高校においても、全ての生徒の可能性を引き出し、生徒が、社会の一員となるための多様な資質・能力を身に付

けた上で次のステップに移行することが可能となる教育システムを一層構築するために、必要な取組とその支援の在り方に
ついて

• 「総合的な探究の時間」を教育課程の基軸に据えながら各教科等における学びを充実させるとともに、文理横断的な学び
や実践的な学びを一層進める上で必要な体制・環境について

• 次期高等学校学習指導要領に関して、内容をおおむね堅持しながら学校現場への浸透に時間をかけていくべきなどの各
種意見等も踏まえた、今後の望ましい在り方について

• 高校がやるべきことの整理・明確化、学校における働き方改革の推進や、教職員の配置を含む高校の指導体制の充実の
ための方策について

その際、国、高校、教育委員会・学校法人等の高校の設置者、家庭、地元自治体、産業界、生徒への各種支援機関など、そ
れぞれの関係機関が実施すべきことを明確化するとともに、必要となるリソースの確保を含め、施策の実現に向けた見通しを
立てることに留意しながら、検討を進めるべき

また、一つの学校の中だけで教育活動や期待される機能・役割の全てを果たそうとする閉ざされた考え方からの脱却を図ると
ともに、各高校において展開可能な教育活動には学校長の判断の下に多くの可能性があるとの認識を持ち、今後、高校教育を
真に社会に開かれたものとしていくことが期待される
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